
Ⅰ　愛知県感染症予防計画の一部改正

１　患者等の人権の尊重の観点からの改正

　全文　　「人権への配慮」を「人権の尊重」へ改正
　第３　感染症のまん延の防止のための施策に関する事項　

２　健康診断、就業制限及び入院

　　(1)　対人措置を講ずるに当たっては、感染症の発生及びまん延に関する情報を対象となる患者等に提供し、その理解と協力を求めながら行うことを基本とし、人権の尊重の観点から必要最小限のものとするとともに、審査請求に係る教示等の手続及び法第２０条第６項に基づく患者等に対する意見を述べる機会の付与を厳正に行う。（Ｐ１１）
(4)　入院の勧告等に係る入院においては、医師から患者等に対する十分な説明と同意に基づいた医療の提供が基本である。県等においては、入院後も、法第２４条の２に基づく処遇についての都道府県知事等に対する苦情の申出や、必要に応じての十分な説明およびカウンセリング（相談）を通じ、患者等の精神的不安の軽減を図るよう医療関係者に要請する。（Ｐ１２）
２　結核予防対策に係る規定の追加

　第1　愛知県感染症予防計画の基本理念

　　３　感染症の予防の推進の基本的な方向

（5）結核対策

　　　　　我が国の結核を取り巻く状況は、高齢者での多発、高発病、治療中断等の要素を有している特定の住民層の存在、診断・治療技術の格段の向上など大きく変化してきている。

　　　　　これらの変化に対応するためには、より効果的な結核対策の実施が重要であることから、県は、結核対策に係る具体的な対策プランを策定し、本県における結核対策を総合的に推進する。（Ｐ３）
　第２　感染症の発生の予防のための施策に関する事項

３　結核に係る定期の健康診断
(1)　高齢者、地域の実情に即した疫学的な解析により結核発病の危険が高いとされる住民層、発病すると二次感染を起こしやすい職業に就労している者等の定期の健康診断の実施が政策上有効かつ合理的であると認められる者については、重点的な健康診断を実施する。（Ｐ８）
(2)　県が策定する結核対策に係る具体的な対策プランの中に、市町村の意見を踏まえ、罹患率等の地域の実情に応じ、定期の健康診断の対象者について定める。（Ｐ８）
　第４　感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項

　　２　県における感染症に係る医療を提供する体制

　　　(3)（前略）

　　また、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関については、結核の発生状況等を踏まえ、医療計画（医療法第３０条の４第１項に規定する医療計画をいう。）で示す結核病床の基準病床数を満たすように病院を指定する。（Ｐ１７－１８）
　(5)　知事は、結核患者に対する適正な医療を担当させる医療機関として、病院等のうち、法第３８条第２項に規定する厚生労働大臣の定める基準に適合するものについて、その開設者の同意を得て、結核指定医療機関に指定する。（Ｐ１８）
(6)　結核指定医療機関は、その指定を辞退しようするときは、法第３８条第８項に基づき、辞退の日の３０日前までに、知事にその旨を届け出なければならない。（Ｐ１８）


３　新型インフルエンザ対策に係る改正
第1 愛知県感染症予防計画の基本理念
３　感染症の予防の推進の基本的な方向

(4)　健康危機管理の観点に立った迅速かつ適確な対応

　　　　  感染症の発生は周囲へまん延する可能性があり、県民の健康を守るための健康危機管理の観点に立った迅速かつ適確な対応が求められる。そのため、感染症の発生状況等の適確な把握が不可欠であり、感染症の病原体の検査を含めた総合的な感染症発生動向調査体制の確立に向けて、疫学的視点を重視しつつ、行政機関内の関係部局はもちろんのこと、その他の関係者が適切に連携して迅速かつ適確に対応できる体制の整備を行うとともに、基本指針及び予防計画に基づき、また健康危機管理の段階に応じた行動計画等の策定及びその周知を通じ、健康危機管理体制を構築する。（Ｐ２－３）
　第２　感染症の発生の予防のための施策に関する事項
　　　２　感染症発生動向調査

(8)　新型インフルエンザウイルスが出現した場合の健康危機管理体制を有効に機能させるためには、まず、新型インフルエンザウイルスの出現を迅速かつ的確に把握することが不可欠である。県等においては、新型インフルエンザウイルスの監視体制を一層強化するとともに、情報収集体制の整備を図る。（Ｐ７－８）
４　緊急時における施策に関する事項の追加
　　第９　緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提供のための施策（国と県及び市町村相互間の連絡体制の確保を含む。）に関する事項

　　　１　緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提供のための施策
(2)　県等は、感染症の患者の発生を予防し、又はそのまん延を防止するために緊急の必要があると認めるときには、感染症の患者の病状、数その他感染症の発生及びまん延の状況を勘案して、当該感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するために必要な措置を定め、医師その他の医療関係者に対し、当該措置の実施に対する必要な協力を求め、迅速かつ的確な対策が講じられるようにすることとする。（Ｐ３１）
(3)　県等は、国が、国民の生命及び身体を保護するために緊急の必要があると認めるときに派遣する感染症に関する試験研究又は検査を行っている機関の職員の受け入れ、その他特定病原体等による感染症の発生の予防又はまん延の防止のために必要な協力をし、迅速かつ的確な対策が講じられるようにすることとする。（Ｐ３１）
　　　５　緊急時における情報提供

緊急時においては、県等が県民に対して感染症の患者の発生の状況や医学的知見など県民が感染予防等の対策を講じる上で有益な情報を、パニック防止という観点も考慮しつつ、可能な限り提供することが重要である。この場合には、情報提供媒体を複数設定し、理解しやすい内容で情報提供を行うものとする。（Ｐ３２－３３）
５　疑似症届出に係る規定の追加
第２　感染症の発生の予防のための施策に関する事項

　　　２　感染症発生動向調査

(5) 二類感染症、三類感染症、四類感染症及び五類感染症の疑似症については、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置が迅速かつ適切に行われる必要があることから、法第１４条に規定する指定届出機関から知事等への届出が適切に行われなければならない。（Ｐ７）
Ⅱ　愛知県結核予防計画の廃止
　　　現行の愛知県結核予防計画の基本方針が、愛知県感染症予防計画の一部改正に伴い、同計画に盛り込まれたことにより愛知県結核予防計画を廃止する。

　　　なお、愛知県結核予防計画で定めていた具体的な対策については、愛知県感染症予防計画の中で、県は結核対策に係る具体的な対策プランを策定し、この対策プランにより、本県における結核対策を総合的に推進することとしている。
愛知県感染症予防計画の一部改正（案）及び愛知県結核予防計画の廃止（案）の概要
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